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平成２５年度予算編成方針 

 

日本経済と国の動向 

 我が国の経済は、内閣府の９月の月例経済報告によると、「先行きについては、当

面は弱めの動きも見込まれるものの、復興需要が引き続き発現するなかで、海外経済

の状況が改善するにつれ、再び景気回復へ向かうことが期待される。」とする一方、

「欧州政府債務危機を巡る不確実性が依然として高いなかで、世界景気のさらなる下

振れや金融資本市場の変動が、我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、

収益や所得の動向、デフレの影響等にも注意が必要である。」としており、震災の復

旧・復興事業費、全国的な防災・減災事業費を確保しなければならないなかで、厳し

い状況が続くものと考えられる。 

 

本市の財政状況 

 景気低迷の影響は、本市の税収にも顕著に現れており、平成２３年度一般会計決算

では、歳入の内、市税が前年度より約１億２千万円、０．９％増加したものの、ピー

ク時の平成２０年度に比べると約７億５千万円、５．２％減少している。 

 また、財源不足を補うための臨時財政対策債の発行は９千５００万円に抑えること

が出来たが、当初予算編成時では５億円を見込まないと予算編成できない状況であっ

た。今後も、急激な景気回復は見込めず、税収がすぐに回復することは期待できない。

さらに、国の補助金・交付金の見直し等、特定財源確保の見通しが不透明な点にも注

意が必要である。 

 平成２３年度と平成１８年度の一般会計決算を比較すると、人件費＋０．６％、扶

助費＋１４７．９％、物件費＋１２．４％、公債費＋５２．２％などと経常的経費は

増加傾向にあり、臨時財政対策債等を除いた経常収支比率は、平成１８年度の７８．

２％に対し平成２３年度には８９．９％と上昇し、妥当な水準とされる７５％～８

０％を超えている。さらに、昭和５８年度以来、普通交付税の不交付団体であったが、

平成２３年度及び平成２４年度は交付団体となり、財政構造の硬直化が進んでいるこ

とから、経常経費の抑制に留意しなければならない。 

 

予算編成の考え方 

 平成２５年度の予算編成では、第５次日進市総合計画で掲げる将来都市像「いつま

でも暮らしやすい みどりの住環境都市」の実現に向けて、重点プロジェクトを構成

する諸事業及び第３次実施計画に掲げる事務事業を着実に実現しなければならない。 

 しかし、歳入では税収の大幅な伸びは見込めず、財政調整基金の取崩しや後年に負

担となる臨時財政対策債の借入れに頼る状況が続いていることから、国・県補助金等

を積極的に獲得し、また税収確保のため継続的に徴収努力を行い財源を確保すること

とする。 
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 歳出では、限られた財源のなかで、事務事業評価、施策評価及び外部評価の結果、

並びに決算審査意見書の指摘事項等を踏まえ、選択と集中、スクラップアンドビルド

により徹底した事業の見直しを行い、メリハリのある予算配分に努めることとする。 

 また、継続して実施する事業についても、実施方法や対象者などの見直しを不断に

行い、職員全員がコスト意識を持って、質の高い市民サービスを効率的に提供するた

めの十分な精査を行うことが必要であることから、引き続き枠配分方式により予算編

成を行うこととする。 

 

予算規模と歳入見込み 

 平成２５年度一般会計当初予算の規模は、約２２２億８千万円（平成２４年度当

初予算は２２８億６千万円）と見込んだ。このうち歳入一般財源は、市税１４０億

７千万円、各種交付金等２０億３千万円、財政調整基金等繰入金４億３千万円、臨

時財政対策債４億円の計１６９億３千万円、特定財源（分担金及び負担金、使用料

及び手数料、国・県支出金、財産収入、諸収入及び市債）は５３億５千万円と見込

んでいる。 

 歳入予算の見込みは、今後の国・県の動向によって大幅に変動する可能性もあり、

一般財源の額の大幅な見直しが必要になる場合もあることも念頭におく。また、国・

県支出金については、積極的に要望していくが、大幅な事務量の増加や将来一般財源

による負担の増大が見込まれるような事業は安易に実施しないこととする。 

 

枠配分 

 歳入見込み一般財源１６９億３千万円から、義務的経費等（人件費、扶助費、特

別会計繰出金、一部事務組合負担金及び公債費）に必要な一般財源１０６億９千万

円を除く６２億４千万円を枠配分する一般財源とする。 

 枠配分額は、平成２４年度当初予算額及び第３次実施計画査定結果をもとに、現時

点で予定されるサービスに必要な費用を各課等別に積み上げ、その内の一般財源の額

を部単位でまとめているので、特定財源を合わせて、各課・各部で効果的に事業配分

することとする。 

 

 



平成２５年度当初予算見込

議員・職員人件費、賃金 ３９．８億円 委員等報酬 委託料

扶助費 １４．２億円 報償費 使用料等

特別会計繰出金 ２２．９億円 旅費 工事請負費

一部事務組合負担金 １４．３億円 需用費 備品購入費

公債費 １５．７億円 役務費 補助金　

　　　　　等

一般財源【１６９億３千万円】

市税 １４０．７億円

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金 ２０．３億円

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

繰越金

　　　　　　　　　　　　　等

繰入金（財政調整基金等） ４．３億円

市債（臨時財政対策債） ４．０億円

特定財源【５３億５千万円】

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

市債（臨時財政対策債以外）

　　　　　　　　　　　　　　等

歳出要求見込額 ２２３億８千万円

歳
入
要
求
見
込
額
　
２
２
２
億
８
千
万
円

義務的経費等に必要な一般財源

１０６億９千万円

その他の一般財源

６２億４千万円

*ここを枠配分する

特　定　財　源

５３億５千万円

不
足
す
る
財
源

　
１
億
円


